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負債の測定と損益計算
─ 経営者の期待によるモデルの構築に向けて ─
Measurement of Liabilities and Income Determination:








改訂等を行っている国際会計基準審議会（IASB）の動向である。日本でも、この IAS ／ IFRS に
ついて、2010 年 3 月 31 日以降に終了する連結会計年度から、一定の要件（「連結財務諸表の用語、
様式及び作成方法に関する規則」（連結財務諸表規則）第 1 条の 2 第 1 項第 1 号に掲げる「特定会社」の要件）
を満たせば適用が可能になっている⑴。
　2011 年に入って、IASB および FASB（米国財務会計基準審議会）は、重要であるが緊急ではな
いプロジェクト（財務諸表の表示、持分の特性をもつ金融商品、排出権取引スキーム、負債（IAS37の修正）、
法人税の 5 つ）に関するタイムテーブルを修正することを決定している⑵。IAS37 号を改訂する負
債プロジェクトについては、2005 年 6 月に IASB から公開草案「IAS 第 37 号『引当金、偶発負
債及び偶発資産』ならびに IAS 第 19 号「退職給付」の改訂』が公表され、その後、2010 年 1 月
に IASB から IAS 第 37 号修正案についての再公開草案「IAS 第 37 号における負債の測定」が
公表されている⑶。しかし、2011 年 6 月 30 日現在の作業計画では、緊急ではないプロジェクト
として、当面活動しないこととされ、アジェンダ協議の一部として見直しを行うとされている⑷。
　当該負債プロジェクトは、企業結合時に取得した偶発負債の事後の扱いに関する問題意識から




































































































放された投資の成果と定義されている（企業会計基準委員会 2006, 第 3 章 23 項）。この投資の成果が
リスクから解放されるというのは、投資にあたって期待された成果が事実として確定することと



















































































































































る事後の事実として捉えるものの 2 つがあることがわかる（図表 4）。このように、事前の期待を












































































か、2 分類と 3 分類のどちらがよいのかを検討することである。第 3 に、具体的な負債の項目が
どこにマッピングされるのかを検討することである。本稿のマッピングはあくまで暫定的なもの




⑴　2012 年 1 月現在、当該要件を満たして任意適用している会社としては、日本電波工業株式会社（2010
年 3 月期から）、住友商事株式会社（2011 年 3 月期から：2011 年 6 月 24 日提出の有価証券報告書から）、
HOYA（2011 年 3 月期から）、日本板硝子（2012 年 3 月期から）を挙げることができる。








トから、2011 年 10 月 31 日現在の作業計画では、2011 年第 4 四半期に再公開草案を公表し（計画どおり、





⑸　ほかにも、フェーズ B「構成要素」とフェーズ C「測定」の討議資料は未公表であり、2011 年 6 月過
ぎまでは、検討しないとされていた。
⑹　たとえば、IASC（1989）では、取得原価、現在原価、実現可能（決済）価額、現在価値の 4 つが示さ
















⒀　このように投資の性質を 2 つに分けている文献は、例えば Feltham and Ohlson（1995）、Palepu, Healy 
and Bernard（2000）、Penman（2001）（2007）、Ohlson（2006）、Dichev（2008）、Bezold（2009）などが
ある。主として企業価値評価の文献である。ただし、金融投資や事業投資とは若干の差異がある。さらに、
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